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令和７年度加西市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに基金運用状況の 

審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定により、令和７年度加西

市一般会計及び特別会計歳入歳出決算及びその附属書類並びに令和７年度基金運用状況に

ついて、加西市監査基準（平成 31 年加西市監査告示第２号）に基づき審査した結果、次の

とおり意見を提出する。 
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令和７年度加西市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見 

 

一 審査の対象 

 １ 一般会計及び特別会計 

 （１）令和７年度加西市一般会計歳入歳出決算 

      同   加西市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市介護保険特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市公園墓地整備事業特別会計歳入歳出決算 

      同   加西市産業団地整備事業特別会計歳入歳出決算 

 （２）上記決算に関する歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書 

 

 ２ 基  金 

   定額資金運用基金の令和７年度運用状況 

 

二 審査の期間 

令和８年６月２５日から令和８年８月１０日まで 

 

三 審査の方法 

  決算審査にあたっては、各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産

に関する調書が、関係法令に基づき適正に作成されているか、計数は正確であるか、また、予算の

執行状況及び事業の経営は適正であるかについて、各課より提出された資料等と照合するとともに、

関係職員の説明を聴取する方法により審査した。 

  また、基金の運用状況については、基金運用状況を示す書類により、その設置目的に沿って適正

に運用されているか、計数は正確であるか等を審査した。 

 

四 審査の結果 

  決算審査に付された各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関

する調書は、いずれも関係法令に従い作成されており、その計数は正確であることを確認した。ま

た、予算の執行状況は、所期の目的に沿っており、適正妥当であると認めた。 

  基金運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正妥当に運用されていると

認めた。 

  審査意見及び決算の概要は次のとおりである。 
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 １ 審査意見 

当年度における一般会計歳入は約２８３億円、歳出は約２７５億５千万円で、収支（形式収支）

では約７億５千万円の黒字となった。 

歳入では、当年度は市民税や固定資産税の増収により、市税が前年度比５．３％増の約７０億８

千万円となった。一方、ふるさと納税寄附額は、前年度比１１．５％減の約４８億６千万円となり

減少傾向にあるが、依然として歳入の主要な構成要素となっている。 

歳出については、小中学校再編事業に係る学校管理費等が増加したことにより、教育費が前年度

比４５．４％増の約３８億２千万円となった。また、児童手当等や障害者福祉費の増により民生費

が前年度比６．６％増の約８１億９千万円、環境保全対策費補助金等の増により衛生費が前年度比

１８．６％増の約２４億８千万円となった。なお、人件費は前年度から約１億８千万円増加し、約

４３億８千万円となっている。 

今後、小学校・中学校統合、新病院整備、スポーツ施設整備など、大規模事業による多額の投資

が見込まれている。こうした中で、歳入・歳出の不確定要素を慎重に見極めながら、長期的な財政

の健全性を維持することが求められる。 限られた財源の中で、最少の経費で最大の効果を上げる

よう、引き続き効率的な財政運営に努めていくことが望まれる。 

   

以下、留意、改善を要望する項目について述べる。 

 

（１）バス対策費補助、コミュニティバス及び地域主体型交通（政策部） 

上記の３事業に１億を超える市費が投じられているが、いずれの事業においても空車に近い状態

で走行しているバスを見るにつけ、効率的な運営が行われているのか、疑問を禁じ得ない。 

乗客がゼロの区間、時間帯、曜日をつぶさに調査し、実車率の極めて低い非効率な運行状態が解

消されるよう、市民への影響を避けつつ合理的な運行プログラムを検討、確立されたい。神姫バス

の路線についても同社と協議されたい。 

 

（２）将来収支見込みの公表方法（総務部）  

市の将来の収支見通しについては、形式的には３月の議会に資料提出されてはいるものの、詳し

い説明もなく試算結果だけが簡単に報告されており、市民の不安感がこれで払拭されているとは考

えにくい。 

まず、大型投資事業除きの通常の収支見込みを今後２０年程度分明らかにするべきである。 

その際、ふるさと納税の額は直近の実績と傾向を元に一定の考え方で仮置きする必要がある。 

次に、小学校統合、中学校統合、病院整備、スポーツ施設整備、クリーンセンター解体などにつ

いて、それぞれの事業費と財源内訳、地方債の年度ごとの元利償還金を個別に示し、それらを年度

ごとに積み上げた額を明らかにするべきである。 
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そして、通常分収支予測と大型事業分支出見込みを合体して将来収支見込みとして示すべきであ

る。 

事業費や金利などは当然に変化するものであるから、毎年度状況の変化に応じてアップデートし

ていくことが求められる。 

 

（３）一部事務組合等における負担割合の見直し（福祉部） 

西脇市、加東市とともに一部事務組合を設置して運営している、わかあゆ園の運営費の負担が

均等割２割・人口割８割で課されているが、加西市からの利用者は他の構成団体と比べて極めて

少数で、その利用割合は約１割と人口比に見合っていない。播磨看護専門学校の負担金も同様に

均等割２割・人口割８割で課されているが、本園のような児童発達支援という特定のサービス利

用施設においても同様の負担比率を採用すべきか疑問がある。ごみ処理施設と同様、利用実績に

対応する負担割合に近づけるよう、組合構成市町との協議を始めるべきである。 

 

（４）公用車（スクールバス等）の有効活用（教育委員会・全部局） 

令和６・７年度予算であわせて１６台の中型バス、小型バス、ワゴン車をスクールバス用、遠

距離通学支援用に購入及び発注しているが、走行するのは朝夕だけで、午前９時から午後１時半

の４.５時間は利用予定がない。また、長期休業中においても多くの日において、バスが稼働しな

いと見込まれる。一方、教育委員会決算をみても、学校行事等で６００万円を超える自動車借上

料が計上されている。他の部局でも同様のイベント対応のバス借上料が支出されているものと推

察される。 

時刻によっては活用困難なケースもあるとは思われるが、全庁を挙げて公用車の有効活用方策

を検討されたい。 
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２ 決算の概要 

（別表１，２，３参照） 

  令和７年度の全会計決算を総括してみると、歳入決算総額は３９,３９３,８１２千円、歳出決算

総額は３８，５６８，２５１千円となっており、歳入歳出差引額は８２５，５６１千円である。 

  一般会計、特別会計の内訳については、次表のとおりである。 

 

区  分 歳  入 歳  出 歳入歳出差引額 

全 会 計 決 算 総 額 

千円 千円 千円 

39,393,812 38,568,251 825,561 

内 

訳 

一般会計決算額 28,301,602 27,549,291 752,311 

特別会計決算額 11,092,210 11,018,960 73,250 

 

（１） 一般会計（歳入） 

（別表４，７，８参照） 

令和７年度一般会計の歳入決算額２８，３０１，６０２千円は、前年度より１，６５２，１６５

千円（６．２％）増加しており、予算現額２９，６５９，９３１千円に対する収入率は９５．４％

である。また、調定額２８，５１４，８５７千円に対する収納率は９９．３％である。 

収入未済額は２０５，７３８千円で、前年度に比べて２４，１７０千円（１３．３％）の増加で

ある。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。 
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自主財源及び依存財源別決算状況 

 

自主財源は１４，２７５，６６６千円（５０．５％）で、主に寄附金が減少しているものの、繰

入金、市税の増加により前年度に比較すると４０４，６９１千円（２．９％）増加している。 

依存財源は１４，０２５，９３６千円（４９．５％）で、主に地方特例交付金が減少しているも

のの、市債、国庫支出金及び地方交付税の増加により、前年度に比較すると１，２４７，４７４千

円（９．８％）増加している。 

また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較して１．７ポイント減少している。 

歳入科目は２３款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

 

 

 

区     分 令和６年度 構成比 令和７年度 構成比 比較増減 

自 

主 

財 

源 

款 千円 ％ 千円 ％ 千円 

05 市     税 6,727,401 25.3 7,081,061 25.0 353,660 

45 分担金及び負担金 70,148 0.3 48,040 0.2 △22,108 

50 使用料及び手数料 272,995 1.0 271,616 1.0 △1,379 

65 財 産 収 入 40,544 0.2 57,416 0.2 16,872 

70 寄  附  金 5,499,278 20.6 4,863,893 17.2 △635,385 

75 繰  入  金 684,009 2.6 1,248,357 4.4 564,348 

80 繰  越  金 180,886 0.7 275,700 1.0 94,814 

85 諸  収  入 395,714 1.5 429,583 1.5 33,869 

小 計 13,870,975 52.2 14,275,666 50.5 404,691 

依 

存 

財 

源 

10 地 方 譲 与 税 168,594 0.6 171,014 0.6 2,420 

15 利子割交付金 4,134 0.0 11,758 0.0 7,624 

16 配当割交付金 73,689 0.3 75,190 0.3 1,501 

17 株式等譲渡所得割交付金 97,149 0.4 114,304 0.4 17,155 

18 法人事業税交付金 128,090 0.5 138,932 0.5 10,842 

19 地方消費税交付金 1,119,912 4.2 1,209,403 4.3 89,491 

20 ゴルフ場利用税交付金 70,534 0.3 69,245 0.2 △1,289 

26 環境性能割交付金 36,542 0.1 32,709 0.1 △3,833 

30 国有提供施設等所在 
市助成交付金 

34,257 0.1 34,560 0.1 303 

33 地方特例交付金 267,388 1.0 54,617 0.2 △212,771 

35 地 方 交 付 税 4,378,626 16.4 4,604,348 16.3 225,722 

40 交通安全対策特別交付金 4,160 0.0 3,837 0.0 △323 

55 国 庫 支 出 金 3,314,928 12.4 3,795,600 13.4 480,672 

60 県 支 出 金 1,708,064 6.4 1,696,247 6.0 △11,817 

85 諸  収  入 241,495 0.9 181,972 0.6 △59,523 

90 市     債 1,130,900 4.2 1,832,200 6.5 701,300 

小 計 12,778,462 47.8 14,025,936 49.5 1,247,474 

合 計 26,649,437 100.0 28,301,602 100.0 1,652,165 
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第０５款 市税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 
収入 

未済額 
予算現額と 
収入済額の差 

収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,981,700 7,244,648 7,081,061 4,540 159,047 99,361 101.4 97.7 

収入済額７，０８１，０６１千円は、歳入決算額の２５．０％で、前年度に比較して０．３ポイ

ント減少している。また、前年度の市税収入済額６，７２７，４０１千円と比較すると、当年度は 

３５３，６６０千円（５．３％）増加している。これは、主に市民税、固定資産税が増加したこと

によるものである。 

 

・市税収入状況 

科   目 
令和６年度 
収入済額 

令和７年度 
収入済額 

比較増減 
対前年 
度比率 

  千円 千円 千円 ％ 

市 民 税 2,549,943 2,790,755 240,812 109.4 

固定資産税 3,716,733 3,834,471 117,738 103.2 

軽自動車税 183,752 186,771 3,019 101.6 

市たばこ税 275,394 268,169 △7,225 97.4 

都市計画税 1,579 895 △684 56.7 

合  計 6,727,401 7,081,061 353,660 105.3 

また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

 

・市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
金額 件数 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

６ 6,878,206 6,727,401 16,098 524 134,707 97.8 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

７ 7,244,648 7,081,061 4,540 298 159,047 97.7 

不納欠損額は４，５４０千円で、前年度に比較して１１，５５８千円（７１．８％）減少してい

る。 

不納欠損処分を実施した件数は２９８件（前年度５２４件）である。これらの対象者は、滞納処

分をすることができる財産がない者、滞納処分をすることによって生活を著しく窮迫させるおそれ

がある者、所在及び財産がともに不明な者などである。 

収入未済額は１５９，０４７千円で、前年度と比較すると２４，３４０千円（１８．１％）の増

加となっており、収入未済額の調定額に対する比率は２．２％で、前年度より０．２ポイント増加

している。その内訳は、固定資産税７９，１９２千円（４９．８％）、市民税７０，５９９千円 

（４４．４％）、軽自動車税６，２６２千円（３．９％）、都市計画税２，９９４千円（１．９％）
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である。 

 第１０款 地方譲与税 

収入済額１７１，０１４千円は歳入決算額の０．６％で、前年度に比較すると２，４２０千円  

（１．４％）の増加である。 

この収入は、国税として徴収した特定の税目の収入の全額または一部を、地方公共団体に譲与す

るものである。地方譲与税には、地方揮発油譲与税（地方道路譲与税を含む）、石油ガス譲与税、自

動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、特別とん譲与税、森林環境譲与税、特別法人事業譲与税の７

つがあるが、当市では地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税の３つが譲与されて

いる。 

 

 第１５款 利子割交付金 

 収入済額１１，７５８千円は、前年度に比較すると７，６２４千円（１８４．４％）の増加であ

る。 

 この収入は、県に納入された利子割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 第１６款 配当割交付金 

 収入済額７５，１９０千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると１，５０１千円   

（２．０％）の増加である。 

この収入は、県に納入された配当割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

171,000 171,014 171,014 0 14 100.0 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

12,000 11,758 11,758 0 △242 98.0 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

78,000 75,190 75,190 0 △2,810 96.4 100.0 
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第１７款 株式等譲渡所得割交付金 

収入済額１１４，３０４千円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると１７，１５５千円 

（１７．７％）の増加である。 

この収入は、県に納入された株式等譲渡所得割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に

相当する額を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 第１８款 法人事業税交付金 

収入済額１３８，９３２千円は、歳入決算額の０．５％で、前年度に比較すると１０，８４２千

円（８．５％）の増加である。 

この収入は県の法人事業税額の１００分の７．７に相当する額を、県内の市町に対し交付された

ものである。 

 

 第１９款 地方消費税交付金 

収入済額１,２０９，４０３千円は、歳入決算額の４．３％で、前年度に比較すると８９，４９１

千円（８．０％）の増加である。 

この収入は、県に納付された地方消費税額の２分の１に相当する額を、県内の市町の人口と従業

者数で按分して交付されたものである。 

 

 第２０款 ゴルフ場利用税交付金 

 収入済額６９，２４５千円は、歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１，２８９千円  

（１．８％）の減少である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

115,000 114,304 114,304 0 △696 99.4 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

138,000 138,932 138,932 0 932 100.7 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,200,000 1,209,403 1,209,403 0 9,403 100.8 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

70,000 69,245 69,245 0 △755 98.9 100.0 
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額の１０分の７に相当する額が、県から交付されたものである。 

 

第２６款 環境性能割交付金 

 収入済額３２，７０９千円は、歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると３，８３３千円  

（１０．５％）の減少である。この収入は、県に納付された自動車税環境性能割に１００分の９５

を乗じて得た額の１００分の４３に相当する額を、 県内の市町に対し、市町が管理する市町道の

延長及び面積で按分して交付されたものである。 

 

第３０款 国有提供施設等所在市助成交付金 

収入済額３４，５６０千円は、歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると３０３千円    

（０．９％）の増加である。 

 この収入は、国有提供施設等所在市助成交付金に関する法律に基づき、国が市に財政調整とその

補償の目的をもって交付するもので、市助成交付金の総額の１０分の７に相当する額については、

対象資産の価格で按分され、１０分の３に相当する額については、市の財政状況等を考慮して、配

分される。 

 

 第３３款 地方特例交付金 

 収入済額５４，６１７千円は、歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると２１２，７７１千

円（７９．６％）の減少である。 

 この収入は、住宅借入金等特別控除による個人市民税の減収額等を補てんする措置として、また、

臨時的に新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金として交付されるものであ

る。令和７年度は、個人市民税定額減税の減収補てん措置が減額となっている。 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

36,000 32,709 32,709 0 △3,291 90.9 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

34,560 34,560 34,560 0 0 100.0 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

54,350 54,617 54,617 0 267 100.5 100.0 
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 第３５款 地方交付税 

収入済額４，６０４，３４８千円は、歳入決算額の１６．３％で、前年度に比較すると、      

２２５，７２２千円（５．２％）の増加である。 

 この収入は、所得税、法人税、酒税、消費税及び地方法人税の収入見込額の一定割合の額で、地

方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国から交付

されたものである。 

 当年度は、普通交付税４，０２３，２８３千円及び特別交付税５８１，０６５千円が交付された。

普通交付税は、前年度に比べ１８５，１５６千円（４．８％）増加し、特別交付税は、前年度に比

べ、４０，５６６千円（７．５％）の増加となっている。 

 

 第４０款 交通安全対策特別交付金 

 収入済額３，８３７千円は、前年度に比較すると３２３千円（７．８％）の減少である。 

 この収入は、道路交通法に定める反則金を原資として、特定の道路交通安全施設の設置及び管理

に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 

 第４５款 分担金及び負担金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

46,608 48,476 48,040 436 1,432 103.1 99.1 

 収入済額４８，０４０千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると２２，１０８千円  

（３１．５％）の減少である。収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金４０，３８９千円及

び老人福祉費負担金３，４８５千円である。収入未済額は、児童福祉費負担金４３６千円で、前年

度に比較すると２６０千円（２４８．１％）の増加となっている。 

 

第５０款 使用料及び手数料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

274,871 307,750 271,616 2,977 33,157 △3,255 98.8 88.3 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,573,283 4,604,348 4,604,348 0 31,065 100.7 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,600 3,837 3,837 0 △763 83.4 100.0 
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 収入済額２７１，６１６千円は、歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると１，３８０千円

（０．５％）の減少である。 

 内、使用料は１６８，７７７千円で、前年度に比較し１，６５２千円（１．０％）の増加となっ

ており、手数料は１０２，８３９千円で、前年度に比較し３，０３１千円（２．９％）の減少とな

っている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料７２，１２８千円、道路橋梁使用料 

３３，８７７千円、清掃使用料３０，４４９千円、保健衛生使用料１１，８８５千円で、手数料の

収入済額のうち主なものは、清掃手数料８１，１７４千円、戸籍住民基本台帳手数料１４，９９５

千円、徴税手数料３，２２９千円、保健衛生手数料２，１４４千円である。 

 不納欠損処額は２，９７７千円で、前年度に比較すると４４３千円（１３．０％）の減少である。 

 収入未済額は３３，１５７千円で、前年度に比較すると２，９６９千円（８．２％）の減少とな

っている。その内訳は、住宅使用料３２，９５０千円（９９．４％）、し尿収集に係る清掃手数料２

０５千円（０．６％）、幼稚園使用料２千円（０．０％）である。前年度に比べて、清掃手数料及び

幼稚園使用料はともに増加したものの、住宅使用料は減少となっている。 

 

 第５５款 国庫支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

3,882,599 3,795,600 3,795,600 0 △86,999 97.8 100.0 

 収入済額３，７９５，６００千円は、歳入決算額の１３．４％で、前年度に比較すると、     

４８０，６７２千円（１４．５％）の増加である。 

 これは主に、総務費補助金、道路橋梁費補助金が減少したものの、環境保全対策費補助金、児童

福祉費負担金及び児童福祉費補助金が増加したことによるものである。 

 収入済額の主なものは、児童福祉費負担金１，１７０，５９９千円、社会福祉費負担金 

８５７，６９９千円、総務費補助金５６５，６３９千円である。 

 

 第６０款 県支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,737,969 1,696,247 1,696,247 0 △41,722 97.6 100.0 

 収入済額１，６９６，２４７千円は、歳入決算額の６．０％で、前年度に比較すると、      

１１，８１７千円（０．７％）の減少である。 

 これは主に、清掃費補助金、社会福祉費負担金、統計調査費委託金が増加したものの、農業費補

助金が減少したことによるものである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金６３９，５１４千円、児童福祉費負担金 
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２９７，１５９千円、農業費補助金２８７，４９７千円である。 

 

 第６５款 財産収入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

52,595 57,416 57,416 0 4,821 109.2 100.0 

 収入済額５７，４１６千円は、歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１６，８７２千円 

（４１．６％）の増加である。 

 これは主に、土地売払収入が増加したものの、利子及び配当金が増加したことによるものである。 

 収入済額のうち主なものは、利子及び配当金４９，３３０千円である。 

 

第７０款 寄附金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

5,203,631 4,863,893 4,863,893 0 △339,738 93.5 100.0 

 収入済額４，８６３，８９３千円は、歳入決算額の１７．２％で、前年度に比較すると、     

６３５，３８５千円（１１．６％）の減少である。 

 これは主に、ふるさと応援基金寄附金（ふるさと納税）が減少したことによるものである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金である。 

 ふるさと納税による寄附件数は、１２４，５３８件であり、前年度に比較すると２０，０９５件 

（１３．９％）減少している。また、ふるさと納税による寄附金額は４，８６０，９６８千円であ

り、前年度に比較すると、６３０，８９２千円（１１．５％）減少している。 

 

 第７５款 繰入金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,391,093 1,248,357 1,248,357 0 △142,736 89.7 100.0 

 収入済額１，２４８，３５７千円は、歳入決算額の４．４％で、前年度に比較すると 

５６４，３４８千円（８２．５％）の増加である。 

 これは主に、ふるさと応援基金繰入金が増加したことによるものである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金繰入金１，１６２，１２５千円である。 
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 第８０款 繰越金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

275,699 275,700 275,700 0 1 100.0 100.0 

 収入済額２７５，７００千円は歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると９４，８１４千円

（５２．４％）の増加である。 

 これは、令和６年度一般会計決算の歳入歳出差引額を令和７年度会計予算に繰り越したものであ

る。 

 

 第８５款 諸収入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 
収入済額の差 

収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

590,673 624,653 611,555 13,098 20,882 103.5 97.9 

収入済額６１１，５５５千円は、歳入決算額の２．１％で、前年度に比較すると２５，６５４千

円（４．０％）の減少である。 

 これは主に、市預金利子、貸付金元利収入が増加したものの、過年度収入、雑入、返還金が減少

したことによるものである。 

収入済額のうち主なものは、雑入３３７，６５５千円、貸付金元利収入１９２，７７２千円であ

る。 

 収入未済額１３，０９８千円は主に、住宅改修資金等貸付金返還金及び生活保護費返還金である。 

 

 第９０款 市債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,735,700 1,832,200 1,832,200 0 △903,500 67.0 100.0 

収入済額１，８３２，２００千円は、歳入決算額の６．５％で、前年度に比較すると、 

７０１，３００千円（６２．０％）の増加である。 

 これは主に、道路橋梁債、臨時財政対策債が減少したものの、庁舎等整備事業債、中学校債、小

学校債、社会福祉債が増加したことによるものである。 

 収入済額のうち主なものは、中学校債６２３，７００千円、小学校債４２６，２００千円、総務

管理債３７９，０００千円である。 
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（２） 一般会計（歳出） 

（別表５，９参照） 

令和７年度一般会計の歳出決算額は２７，５４９，２９１千円で、前年度に比較して、 

１，１７５，５５３千円（４．５％）増加しており、予算現額２９，６５９，９３１千円に対し、 

９２．９％の執行率である。 

翌年度繰越額は８７５，４１６千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。したがっ

て、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が１，２３５，２２４千円となっている。 

決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、教育費１，１９２，４３２千円（４５．４％）、

民生費５１０，４０１千円（６．６％）、衛生費３８９，８６１（１８．６％）であり、減少した主

なものは、土木費３４１，３８０千円（１９．５％）、諸支出金２２３，８５０千円（１２．８％）、

総務費１４０，９１９千円（２．４％）、商工費１０３，５５７千円（１６．２％）、農林水産業費    

９６，０７１千円（８．１％）である。 

決算額を性質別に区分すると次のとおりである。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 

令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度 
対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額 
 構成

比 

消 

費 
的 
経 

費 

  千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 4,201,320 15.9 4,380,010 15.9 178,690 

物 件 費 3,745,730 14.2 3,946,113 14.3 200,383 

維持補修費 427,533 1.6 447,124 1.6 19,591 

扶 助 費 4,773,571 18.1 4,750,343 17.3 △23,228 

補助費等 6,418,100 24.4 6,492,831 23.6 74,731 

小     計 19,566,254 74.2 20,016,421 72.7 450,167 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 1,758,893 6.7 2,689,475 9.7 930,582 

災害復旧事業費 716 0.0 0 0.0 △716 

小     計 1,759,609 6.7 2,689,475 9.7 929,866 

公   債   費 1,720,686 6.5 1,707,570 6.2 △13,116 

積   立   金 1,749,065 6.6 1,525,215 5.5 △223,850 

投資及び出資金 32,000 0.1 0 0.0 △32,000 

貸   付   金 214,200 0.8 241,382 0.9 27,182 

繰   出   金 1,331,924 5.1 1,369,228 5.0 37,304 

合     計 26,373,738 100.0 27,549,291 100.0 1,175,553 
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前年度と比較し、減少している主なものは、積立金２２３，８５０千円、投資及び出資金     

３２，０００千円、扶助費２３，２２８千円である。増加している主なものは、普通建設事業費    

９３０，５８２千円、物件費２００，３８３千円、人件費１７８，６９０千円である。 

 

決算額を目的別（款別）に区分すると次のとおりである。 

 目 的 別 決 算 額 比 較 表      （単位 千円） 

款 令和６年度 令和７年度 対前年度増減額 

05 議会費 169,621 163,785 △5,836 

10 総務費 5,897,419 5,756,500 △140,919 

15 民生費 7,679,555 8,189,956 510,401 

20 衛生費 2,094,535 2,484,396 389,861 

25 労働費 53,574 54,857 1,283 

30 農林水産業費 1,189,087 1,093,016 △96,071 

35 商工費 639,222 535,665 △103,557 

40 土木費 1,753,565 1,412,185 △341,380 

45 消防費 797,954 804,975 7,021 

50 教育費 2,628,739 3,821,171 1,192,432 

55 災害復旧費 716 0 △716 

60 公債費 1,720,686 1,707,570 △13,116 

65 諸支出金 1,749,065 1,525,215 △223,850 

90 予備費 0 0 0 

計 26,373,738 27,549,291 1,175,553 

 

第０５款 議会費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

165,927 163,785 0 2,142 98.7 0.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６９，６２１千円に比較すると５，８３６

千円（３．４％）の減少である。 

増減の主なものとして、備品購入費が２，３４３千円の皆増及び会計年度任用職員報酬等が  

１，２５５千円（３６．２％）の増、職員給与等が６，８６１千円（１７．１％）の減である。 

  不用額２，１４２千円は、主に需用費及び政務活動費補助金などが不要になったことによるもの

である。 
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 第１０款 総務費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,207,300 5,756,500 3,426 447,374 92.7 20.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５，８９７，４１９千円に比較すると    

１４０，９１９千円（２．４％）の減少である。 

増減の主なものとして、デジタル推進費が１７５，４１６千円（７２．２％）の増、庁舎増築事

業を伴う一般管理費が８５，５８６千円（２．３％）の増、給付金・定額減税一体支援事業費が   

２８３，９０８千円（６７．１％）の減である。 

 また、不用額４４７，３７４千円は主に、一般管理費でふるさと納税受入額の予測が困難なため

寄附の返礼品に係る報償費１６５，１７５千円及び役務費５２，５１３千円、庁舎付属棟の入札残

８１，９９２千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額３，４２６千円は、戸籍住民基本台帳費でシステム改修に係る委託料    

の繰越によるものである。 

                                                                                                                                              

 第１５款 民生費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

8,452,341 8,189,956 0 262,385 96.9 29.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７，６７９，５５５千円に比較すると    

５１０，４０１千円（６．６％）の増加である。 

 増減の主なものとして、私立認定こども園への給付及び児童手当、子育て応援手当支給事業に係

る児童措置費３３４，２０３千円（１７．２％）の増、自立支援給付事業を伴う障害者福祉費    

１３７，９５２千円（８．７％）の増、住民税非課税世帯支援給付金給付事業を伴う社会福祉総務

費５２，８７９千円（３．０％）の減、生活保護費支給の扶助費４５，１２０千円（１４．３％）

の減である。 

 また、不用額２６２，３８５千円は主に、児童措置費で私立認定こども園に係る負担金補助及び

交付金が見込みを下回ったことによる６３，８０５千円、生活保護費で支給額が見込みを下回った

ことによる扶助費５０，５１２千円などが不用になったものである。 

  

第２０款 衛生費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,569,811 2,484,396 19,794 65,621 96.7 9.0 
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本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，０９４，５３５千円に比較すると、 

３８９，８６１千円（１８．６％）の増加である。 

 増減の主なものとして、脱炭素先行地域づくり事業補助金に係る環境保全対策費２３２，４２１

千円（４１１．５％）の増、水道事業会計補助金、病院事業会計補助金を伴う保健衛生総務費     

１１９，１０８千円（１０．５％）の増、乳幼児などの予防接種を伴う予防費３１，４０８千円   

（２１．７％）の減などがある。 

 また、不用額６５，６２１千円は主に、環境保全対策費で脱炭素先行地域づくり事業に係る補助

金の一部が翌年度予算で対応することとなったため当年度での見込みを下回ったことにより、補助

金３２，５８５千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額１９，７９４千円は、主に保健衛生総務費で投資及び出資金１２，０００千

円、塵芥処理費で備品購入費７，０９６千円の繰越によるものである。 

 

第２５款 労働費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

56,379 54,857 0 1,522 97.3 0.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５３，５７４千円に比較すると１，２８３千

円（２．４％）の増加である。これは主に、会計年度任用職員報酬等が５，６１４千円（３９．９％）

増加したことによるものである。 

 また、不用額１，５２２千円は、労働諸費で主に、人件費にかかる報酬、職員手当等が不用にな

ったものである。 

 

 第３０款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,136,009 1,093,016 25,749 17,244 96.2 4.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，１８９，０８７千円に比較すると    

９６，０７１千円（８．１％）の減少である。 

 これは主に、ほ場整備事業を伴う農地費９３，１８６千円（２０．７％）が減少したことによる

ものである。  

 また、不用額１７，２４４千円は主に、農業総務費の職員手当等５，２０６千円、農業振興費の

負担金、補助及び交付金２，３６４千円、地域農政推進対策事業の負担金、補助及び交付金１，７

６９千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額２５，７４９千円は、農地費で、ほ場整備事業に係る委託料の繰越によるも

のである。 
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第３５款 商工費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

551,558 535,665 0 15,893 97.1 1.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６３９，２２２千円に比較すると、     

１０３，５５７千円（１６．２％）の減少である。 

 これは主に、商工総務費４，２５６千円（８．９％）が増加したものの、負担金、補助及び交付

金を伴う商工振興費９８，０３０千円（２２．１％）、観光費９，７８３千円（６．６％）が減少し

たことによるものである。 

 また、不用額１５，８９３千円は主に、商工振興費で新産業創出支援事業、空き店舗活用補助金

等の申請数が見込みを下回ったことによる負担金、補助金及び交付金８，６５７千円が不用になっ

たものである。 

 

第４０款 土木費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,634,504 1,412,185 195,021 27,298 86.4 5.1 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，７５３，５６５千円に比較すると    

３４１，３８０千円（１９．５％）の減少である。 

 増減の主なものとして、道路修繕事業に係る道路維持費が３６，３２６千円（８．３％）の増、

道路新設改良費が３３０，０２９千円（７７．６％）の減、橋梁維持費が５９，８４８千円     

（６５．２％）の減などである。 

また、不用額２７，２９８千円は主に、入札残の発生により道路維持費の工事請負費６，１００

千円、道路新設改良費の工事請負費４，６４３千円などが不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額１９５，０２１千円は、主に道路維持費、道路新設改良費、橋梁維持費の委

託料及び工事請負費、転用決済金負担金の繰越によるものである。 

 

 第４５款 消防費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

812,637 804,975 0 7,662 99.1 2.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７９７，９５４千円に比較すると、 

７，０２１千円（０．９％）の増加である。 

 増減の主なものとして、北はりま消防組合負担金に係る常備消防費が２１，３５１千円（３．２％）

の増、消防車両及びポンプ購入等に係る消防施設費が１４，２８８千円（６８．１％）の減である。 
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  また、不用額７，６６２千円は主に、非常備消防費で災害時出動等に伴う消防団活動手当等の報

酬４，２６６千円などが不用になったものである。 

 

 第５０款 教育費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,601,161 3,821,171 631,426 148,564 83.0 13.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，６２８，７３９千円に比較すると、   

１，１９２，４３２千円（４５．４％）の増加である。 

 これは主に、小学校費の備品購入を伴う教育振興費５２，８６６千円（６８．３％）が減少した

ものの、中学校費の中学校再編事業に係る学校管理費５８６，８１５千円（３５１．６％）、小学校

費の小学校再編事業に係る学校管理費４１１，３６９千円（１２７．６％）が増加したことによる

ものである。 

 また、不用額１４８，５６４千円は主に、学校管理費で小中学校再編に伴う工事請負費の入札残

により不用額が生じたものである。 

なお、翌年度繰越額６３１，４２６千円は、主に小中学校再編に伴う工事請負費、用地購入費、

補償金などの繰越によるものである。 

 

 第５５款 災害復旧費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

0 0 0 0 0 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７１６千円に比較すると、７１６千円 

（１００．０％）の減少である。 

   

第６０款 公債費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,707,800 1,707,570 0 230 100.0 6.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，７２０，６８６千円に比較すると    

１３，１１６千円（０．８％）の減少である。 

 支出済額は市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における市債残高は１７，１１０，９６１千円であり、これに当年度借入金

額１，８３２，２００千円を加え、この合計額から当年度元金償還額１，６０４，５１０千円を差

し引いた額１７，３３８，６５１千円が当年度末市債残高である。 
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第６５款 諸支出金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,744,504 1,525,215 0 219,289 87.4 5.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，７４９，０６４千円に比較すると、   

２２３，８５０千円（１２．８％）の減少である。 

増減の主なものとして、文化スポーツ振興基金費３００，０２３千円のほぼ皆増、新病院建設基

金費２００，０００千円の皆増、ふるさと応援基金費７６３，２５０千円（７６．３％）の減であ

る。 

また、不用額は主にふるさと寄附金充当事業費の年度末時点の把握が困難であったため、ふるさ

と応援基金費２１９，２８４千円が不要となったものである。 

 

 第９０款 予備費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

千円 千円 千円 ％ 

20,000 0 20,000 0.0 

当年度における予備費の充用件数は０件で、２０，０００千円が不用額となっている。 
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（３） 特別会計（別表１～３，６，７，１０参照） 

 令和７年度特別会計の数は５会計で、歳入歳出の総額の決算状況は次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

11,322,351 11,092,209 98.0 11,018,960 97.3 73,249 

 一般会計から特別会計への繰入金は１，３６９，２２９千円で、前年度と比較すると３７，３０４

千円（２．８％）の増加となっている。 

 これは、国民健康保険特別会計への繰入金が４，２８３千円（１．３％）減少しているものの、介

護保険特別会計への繰入金が３７，２３９千円（４．６％）、後期高齢者医療特別会計への繰入金が 

４，３４８千円（２．３％）増加したことによるものである。 

 特別会計から一般会計への繰出金は、前年度に引き続きなかった。 

 

① 国民健康保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

 歳入決算額は、前年度と比較すると２２０，０７９千円（４．６％）の減少である。 

 これは主に、財産収入が増加したものの、県支出金、繰入金、国民健康保険税が減少したことによ

るものである。 

 歳入決算額の主なものは、県支出金３，３９３，０２０千円（７４．６％）、国民健康保険税     

７６６，３８１千円（１６．９％）、繰入金３７８，４１４千円（８．３％）である。 

 国民健康保険税の収納状況は次表のとおりである。 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

4,696,949 4,546,993 96.8 4,546,605 96.8 388 
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国民健康保険税の収納状況表 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 

不納欠損 

収入未済額 収納率 

件数 金額 

５ 

現年分 800,655 767,083 0 0 33,573 95.8 

滞納分 186,867 44,879 176 13,199 128,788 24.0 

計 987,522 811,962 176 13,199 162,361 82.2 

６ 

現年分 772,924 741,759 0 0 31,165 96.0 

滞納分 161,234 37,035 182 18,029 106,170 23.0 

計 934,158 778,794 182 18,029 137,335 83.4 

７ 

現年分 766,592 736,997 0 0 29,595 96.1 

滞納分 137,184 29,384 73 4,218 103,582 21.4 

計 903,776 766,381 73 4,218 133,177 84.8 

 不納欠損処分は７３件、４，２１８千円で、前年度と比較して件数は１０９件減少し、金額は   

１３，８１１千円（７６．６％）減少している。 

 これらは、すべて地方税法第１５条の７第４項（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによ

る消滅）、同法第１５条の７第５項（即時消滅）及び同法第１８条第１項（徴収権を５年間行使しない

ことによる時効による消滅）の規定により納付義務、徴収権が消滅したものである。 

 収入未済額は、前年度と比較して４，１５８千円（３．０％）の減少で、対調定額比は１４．７％

である。 

 また、国民健康保険税の現年度分の収納率は９６．１％で前年度より０．１ポイント上昇し、過年

度分も含めた収納率は８４．８％で前年度より１．４ポイント上昇している。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると２１９，４８５千円（４．６％）の減少となっている。 

 これは主に、総務費が増加したものの保険給付費、国民健康保険事業費納付金、諸支出金が減少し

たことによるものである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費３，２４４，５７３千円（７１．４％）、国民健康保険事業費

納付金１，１６２，３３４千円（２５．６％）である。 

 収支は、前年度に引き続き３８８千円の黒字を計上している。前年度の決算余剰金のうち、基金へ

積立てはなく、基金から５２，０００千円を取り崩しており、積立金額は年度末で６７３，２５４千

円となっている。 
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② 介護保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

5,460,951 5,401,511 98.9 5,381,258 98.5 20,253 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１０８，７２１千円（２．１％）の増加である。 

これは主に、諸収入が減少したものの、繰入金、国庫支出金、県支出金、保険料が増加したことに

よるものである。 

歳入決算額の主なものは、支払基金交付金１，３３４，８２８千円（２４．７％）、国庫支出金 

１，２１９，８２７千円（２２．６％）、保険料１，１５４，５５５千円（２１．４％）、繰入金      

８４５，５９０千円（１５．７％）、県支出金７５７，８１７千円（１４．０％）である。 

介護保険料の収納状況は次表のとおりである。 

介護保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

５ 1,083,010 1,074,641 85 1,956 6,413 99.2 

６ 1,142,596 1,136,234 61 930 5,432 99.4 

７ 1,160,892 1,154,555 59 1,561 4,776 99.5 

 介護保険料について、１，５６１千円の不納欠損処分を行った後の収入未済額が４，７７６千円と

なっている。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１７３，６４６千円（３．３％）の増加である。 

 これは主に、諸支出金、基金積立金費が減少したものの、保険給付費、地域支援事業費が増加した

ことによるものである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費４，８２４，６０１千円（８９．７％）、地域支援事業費 

２７４，６９８千円（５．１％）、総務費１６２，３０５千円（３．０％）、基金積立金費        

８６，６４７千円（１．６％）である。 

 収支は、前年度に引き続き２０，２５３千円の黒字を計上している。前年度の決算余剰金及び基金

利息８６，６４７千円を基金に積立て、積立金額は年度末で６１１，４２６千円となっている。 
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③ 後期高齢者医療特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

928,822 916,179 98.6 908,688 97.8 7,491 

歳入決算額は前年度と比較すると４２，３５２千円（４．８％）の増加である。 

これは主に、後期高齢者医療保険料、繰入金が増加したことによるものである。 

歳入決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料７１１，０５２千円（７７．６％）、繰入金    

１９７，２２４千円（２１．５％）である。  

後期高齢者医療保険料の収納状況は次表のとおりである。 

後期高齢者医療保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

５ 574,968 570,393 17 1,094 3,482 99.2 

６ 660,333 656,664 14 138 3,531 99.4 

７ 715,206 711,052 9 924 3,230 99.4 

 後期高齢者医療保険料について、９２４千円の不納欠損処分を行った後の収入未済額が３，２３０

千円となっている。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると４０，３１０千円（４．６％）の増加となっている。 

 歳出決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金８８２，３１０千円（９７．１％）であ

る。 

 収支は、前年度に引き続き７，４９１千円の黒字を計上している。 

 

④ 公園墓地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

7,000 7,196 102.8 3,038 43.4 4,158 
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歳入決算額は、前年度と比較すると１７５千円（２．５％）の増加である。 

 これは、使用料及び繰越金が増加したことによるものである。 

 歳入決算額は、繰越金４，６０５千円（６４．０％）、使用料及び手数料２，５９０千円 

（３６．０％）である。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると６２３千円（２５．８％）の増加となっている。 

 これは、公園墓地整備費が増加したことによるものである。 

歳出決算額は、公園墓地整備費３，０３８千円（１００．０％）である。 

 公園墓地全体（第１区～第４区）では７２８区画で、許可１件、返還１４件で年度末現在の使用許

可残数（空き区画数）は１１７区画であり、前年度より１３件増加している。 

 

⑤ 産業団地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

228,629 220,330 96.4 179,372 78.5 40,958 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１８５，０８４千円（４５．７％）の減少である。これは、市

債が増加したものの、繰越金、財産収入が減少したことによるものである。  

歳出決算額は、前年度と比較すると８４，３５３千円（３２．０％）の減少である。これは、主に

加西インター産業団地３・５工区整備に係るパートナー事業者への包括的業務委託料が減少したこと

によるものである。 

 

（４） 実質収支に関する調書（別表３参照） 

当年度決算における実質収支額については、一般会計６７０，４８３千円、国民健康保険特別会計 

３８８千円、介護保険特別会計２０，２５３千円、後期高齢者医療特別会計７，４９１千円、公園墓

地整備事業特別会計４，１５７千円、産業団地整備事業特別会計４０，９５８千円はそれぞれ黒字で、

全会計の実質収支は７４３，７３２千円の黒字となっている。 

翌年度へ繰越すべき財源は、一般会計８１，８２９千円である。 
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（５） 財産に関する調書 

財産に関する調書及び財産台帳等による当年度の増減状況は、次のとおりである。 

① 土地及び建物 

 令和７年度末現在高は、次表のとおりである。 

区  分 前年度末現在高 当年度中増減 当年度末現在高 

土  地 （㎡） 1,391,495 9,292 1,400,787 

建
物 

木  造（㎡） 5,861 24 5,885 

非木造（㎡） 177,036 400 177,436 

 土地は、前年度と比較して９，２９２㎡の増加となっている。これは、主に加西インター産業団地

内に整備した公園敷地を公共用財産としたことや統合中学校建設のための敷地を取得したことによ

る増があったためである。 

 また、建物は、木造、非木造合計して４２４㎡の増加となっている。これは、主に統廃合に係る泉

小学校の増築による増があったためである。 

 

② 出資による権利 

令和７年度末現在高は２４１，２８８千円で、前年度と比較して７２８千円減少している。 

 これは、ひょうご農林機構出資金の減額があったことによるものである。 

 

③ 物 品 

 自動車は前年度から１台増加し１１３台、絵画等は増減なしの３１１点である。 

 

④ 債 権 

前年度末現在高は４３，６８６千円で、当年度中に４８，６１０千円増加し、令和７年度末現在高

は９２，２９６千円となっている。 

これは、住宅改修資金等貸付金が７２千円減少したものの、医師確保奨学金が４８，６８２千円増

加したことによるものである。 
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⑤ 基 金 

基 金 の 推 移          （単位：千円） 

                    年度 
令和 ５ 年度 令和 ６ 年度 令和 ７ 年度 

区分 

財政調整基金 4,199,904 4,255,186 4,379,027 

地域福祉基金 54,960 52,065 49,245 

鉄道経営対策事業基金 0 0 0 

ふるさと創生基金 494,277 495,214 497,238 

減債基金 515,158 569,667 553,973 

文化スポーツ振興基金 15,969 15,615 315,374 

人材育成基金 82,795 81,861 73,924 

ふるさと応援基金 5,754,997 6,113,390 5,188,616 

市立加西病院新病院建設応援基金 16,303 16,319 16,360 

ごみ処理施設建設基金 100,000 200,100 301,269 

学校教育施設整備基金 － 500,000 1,001,250 

新病院建設基金 － － 200,000 

一般会計小計 11,234,363 12,299,417 12,576,276 

国民健康保険事業基金 836,254 725,254 673,254 

介護給付費準備基金 486,350 524,778 611,426 

特別会計小計 1,322,604 1,250,032 1,284,680 

年度末合計 12,556,967 13,549,449 13,860,956 

一般会計における基金の前年度末現在高は１２，２９９，４１７千円で、当年度中に 

２７６，８５９千円増加し、令和７年度末現在高は１２，５７６，２７６千円となっている。 

これは主に、ふるさと応援基金が９２４，７７４千円減少したものの、学校教育施設整備基金が  

５０１，２５０千円、文化スポーツ振興基金が２９９，７５９千円、新病院建設基金が 

２００，０００千円、財政調整基金が１２３，８４１千円増加したことによるものである。 

特別会計における基金の前年度末現在高は１，２５０，０３２千円で、当年度中に３４，６４８千

円増加し、令和７年度末現在高は１，２８４，６８０千円となっている。 

基金の大部分は歳計現金に繰替運用及び債券運用されており、各基金の運用、積立状況については

次のとおりである。 

ア 財政調整基金 

この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に資するため設置された基金である。 

前年度末現在高４，２５５，１８６千円に基金利息１３，８４１千円を含む１２３，８４１千円
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が積み立てられたことから、令和７年度末現在高は４，３７９，０２７千円となっている。 

 イ 地域福祉基金 

この基金は、地域福祉に寄与するため設置された基金であり、前年度末現在高５２，０６５千円

に基金利息１３０千円が積み立てられたが、２，９５０千円が取り崩されたことから、令和７年度

末現在高は４９，２４５千円となっている。 

 ウ 鉄道経営対策事業基金 

この基金は、鉄道事業を経営する北条鉄道株式会社の経営を助成し、地域公共交通の維持確保を

図るため設置された基金である。 

前年度末現在高０円に鉄道経営対策事業基金条例に基づき固定資産税相当額として９，１３３千

円が積み立てられたが、令和７年度決算による経常損失の補てんのため全額を取り崩し、これに充

当したため、令和７年度末現在高は０円となっている。 

 エ ふるさと創生基金 

 この基金は、地域振興及びふるさと創生に資するため設けられた基金である。 

 前年度末現在高４９５，２１４千円に基金利息２，０２４千円が積み立てられたことから、令和

７年度末現在高は４９７，２３８千円となっている。 

 オ 減債基金 

この基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健全な運営に資するために

設置された基金であり、前年度末現在高５６９，６６７千円に、基金利息１，４２４千円を含む  

５０，０３３千円が積み立てられたが、６５，７２７千円が取り崩されたことから、令和７年度末

現在高は５５３，９７３千円となっている。 

 カ 文化スポーツ振興基金 

この基金は、市民文化及びスポーツの高揚と振興を図る資金に充てるため設置された基金である。

前年度末現在高１５，６１５千円に、３００，０３９千円が積み立てられたが、文化スポーツ振興

賞賜金として２８０千円が取り崩されたため、令和７年度末現在高は３１５，３７４千円となって

いる。 

 キ 人材育成基金 

この基金は、人材の育成を目的とする事業を推進するため設置された基金で、前年度末現在高 

８１，８６１千円に、基金利息２０５千円が積み立てられたが、８，１４２千円が取り崩されたこ

とから、令和７年度末現在高は７３，９２４千円となっている。 

 ク ふるさと応援基金 

 この基金は、まちづくりを応援していただける個人、団体から広く寄附を募り、各種事業を実施

することにより、個性あふれるふるさとづくりに資するため設置された基金である。 

 前年度末現在高６，１１３，３９０千円に基金利息２９，２０７千円を含む２３７，３５０千円

が積み立てられたが、１，１６２，１２５千円を取り崩したことから、令和７年度末現在高は   
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５，１８８，６１６千円となっている。 

 ケ 市立加西病院新病院建設応援基金 

  この基金は、市民・事業者が自発的に新病院建設を応援する気持ちで寄附されたものについて、

その資金を建設・機器購入に直接使うために設置された基金である。 

  前年度末現在高１６，３１９千円に、基金利息４１千円を積み立てたため、令和７年度末現在高

は１６，３６０千円となっている。 

 コ ごみ処理施設建設基金 

  この基金は、持続可能な廃棄物の管理及び安全・安心な市民生活を維持するため、小野加東加西

環境施設事務組合が整備する新ごみ処理施設の建設に要する経費のうち、加西市が負担する費用を

毎年継続的に積み立てるために設置された基金である。 

  前年度末現在高２００，１００千円に１０１，１６９千円を積み立てたため、令和７年度末現在

高は３０１，２６９千円となっている。 

 サ 学校教育施設整備基金 

  この基金は、学校の統廃合による校舎等教育施設整備のために設置された基金である。 

前年度末現在高５００，０００千円に５０１，２５０千円を積み立てたため、令和７年度末現在

高は１，００１，２５０千円となっている。 

 シ 新病院建設基金 

  この基金は、新病院移転整備のために起こした地方債について、病院事業会計が後年に支出する

償還費に対する一般会計繰出金の負担増に備えるために、当年度中に設置された基金である。当年

度２００，０００千円を積み立てたため、令和７年度末現在高は２００，０００千円となっている。 

 ス 国民健康保険事業基金 

 この基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在

高７２５，２５４千円から５２，０００千円を取り崩したことから、令和７年度末現在高は    

６７３，２５４千円となっている。 

 セ 介護給付費準備基金 

 この基金は、介護保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在高 

５２４，７７８千円に８６，６４８千円を積み立てたため、令和７年度末現在高は６１１，４２６

千円となっている。 
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別表　１

区　分　

会計別 決算額 構成比 決算額 構成比

28,301,602,320 71.8 27,549,290,608 71.4 752,311,712 うち基金繰入額 1,248,357,000

特　別　会　計 11,092,209,302 28.2 11,018,960,422 28.6 73,248,880

　国民健康保険 4,546,993,330 11.6 4,546,604,858 11.7 388,472 うち基金繰入額 52,000,000

　介護保険 5,401,511,145 13.7 5,381,257,876 14.0 20,253,269

　後期高齢者医療 916,178,972 2.3 908,687,968 2.4 7,491,004

　公園墓地整備事業 7,195,594 0.0 3,038,104 0.0 4,157,490

　産業団地整備事業 220,330,261 0.6 179,371,616 0.5 40,958,645

合　　　計 39,393,811,622 100.0 38,568,251,030 100.0 825,560,592

令和７年度　歳入歳出決算総括表（決算総括額）

備　　　考

一　般　会　計

歳　　　入 歳　　　出
歳入歳出
差引額

（単位　円・％）
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別表　２

区分

会計別 総　　　額 重複計算控除額 控除額の内訳 差引純歳入額

特　別　会　計 11,092,209,302 1,369,228,766 9,722,980,536

　国民健康保険 4,546,993,330 326,414,363 一般会計から繰入 4,220,578,967

　介護保険 5,401,511,145 845,589,914 一般会計から繰入 4,555,921,231

　後期高齢者医療 916,178,972 197,224,489 一般会計から繰入 718,954,483

　公園墓地整備事業 7,195,594 0 7,195,594

　産業団地整備事業 220,330,261 0 220,330,261

合　　　計 39,393,811,622 1,369,228,766 38,024,582,856

別表　３

一　般　会　計 29,659,931,000 28,301,602,320 27,549,290,608 752,311,712

特　別　会　計 11,322,351,000 11,092,209,302 11,018,960,422 73,248,880

　国民健康保険 4,696,949,000 4,546,993,330 4,546,604,858 388,472

　介護保険 5,460,951,000 5,401,511,145 5,381,257,876 20,253,269

　後期高齢者医療 928,822,000 916,178,972 908,687,968 7,491,004

　公園墓地整備事業 7,000,000 7,195,594 3,038,104 4,157,490

　産業団地整備事業 228,629,000 220,330,261 179,371,616 40,958,645

合　　　計 40,982,282,000 39,393,811,622 38,568,251,030 825,560,592

歳入総額
歳入歳出
差引額

一　般　会　計 28,301,602,320

歳出総額

令和７年度　一般会計及び

0 0

会　　計　　別 予算現額

令和７年度　歳入歳出

28,301,602,320

歳　　　　　　　　　　入
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（単位　円）

総　　　額 重複計算控除額 差引純歳出額

11,018,960,422 0 11,018,960,422 △ 1,295,979,886

4,546,604,858 0 4,546,604,858 △ 326,025,891

5,381,257,876 0 5,381,257,876 △ 825,336,645

908,687,968 0 908,687,968 △ 189,733,485

3,038,104 0 3,038,104 4,157,490

179,371,616 0 179,371,616 40,958,645

38,568,251,030 1,369,228,766 37,199,022,264 825,560,592

（単位　円）

継続費 繰越明許費 事故繰越し

逓次繰越額 繰越額 繰越額

0 81,829,000 0 81,829,000 670,482,712 452,018,944

0 0 0 0 73,248,880 △ 164,654,372

0 0 0 0 388,472 △ 593,525

0 0 0 0 20,253,269 △ 64,924,128

0 0 0 0 7,491,004 2,042,454

0 0 0 0 4,157,490 △ 448,004

0 0 0 0 40,958,645 △ 100,731,169

0 81,829,000 0 81,829,000 743,731,592 287,364,572

特別会計実質収支・単年度収支表

単年度収支額

2,121,540,478

実質収支額

26,180,061,8421,369,228,766

計

翌年度へ繰越すべき財源

326,414,363

介護保険へ繰出

197,224,489

後期高齢者医療へ繰出

決算総括表（純計決算額）

歳　　　　　　　　　　出

27,549,290,608

歳入歳出差引額

845,589,914

控除額の内訳

国民健康保険へ繰出
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05 市 税 6,981,700,000 7,244,648,485 101.4 97.7 25.1

10 地 方 譲 与 税 171,000,000 171,014,000 100.0 100.0 0.6

15 利 子 割 交 付 金 12,000,000 11,758,000 98.0 100.0 0.0

16 配 当 割 交 付 金 78,000,000 75,190,000 96.4 100.0 0.3

17 株式等譲渡所得割交付金 115,000,000 114,304,000 99.4 100.0 0.4

18 法 人 事 業 税 交 付 金 138,000,000 138,932,000 100.7 100.0 0.5

19 地 方 消 費 税 交 付 金 1,200,000,000 1,209,403,000 100.8 100.0 4.3

20 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 70,000,000 69,244,891 98.9 100.0 0.2

26 環 境 性 能 割 交 付 金 36,000,000 32,709,000 90.9 100.0 0.1

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 34,560,000 34,560,000 100.0 100.0 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 54,350,000 54,617,000 100.5 100.0 0.2

35 地 方 交 付 税 4,573,283,000 4,604,348,000 100.7 100.0 16.3

40 交通安全対策特別交付金 4,600,000 3,837,000 83.4 100.0 0.0

45 分 担 金 及 び 負 担 金 46,608,000 48,476,221 103.1 99.1 0.2

50 使 用 料 及 び 手 数 料 274,871,000 307,749,876 98.8 88.3 1.0

55 国 庫 支 出 金 3,882,599,000 3,795,599,976 97.8 100.0 13.4

60 県 支 出 金 1,737,969,000 1,696,247,671 97.6 100.0 6.0

65 財 産 収 入 52,595,000 57,415,779 109.2 100.0 0.2

70 寄 附 金 5,203,631,000 4,863,892,937 93.5 100.0 17.2

75 繰 入 金 1,391,093,000 1,248,357,000 89.7 100.0 4.4

80 繰 越 金 275,699,000 275,699,768 100.0 100.0 1.0

85 諸 収 入 590,673,000 624,652,559 103.5 97.9 2.2

90 市 債 2,735,700,000 1,832,200,000 67.0 100.0 6.5

29,659,931,000 28,514,857,163 95.4 99.3 100.0

05 議 会 費 165,927,000 163,784,948 0 98.7 0.6

10 総 務 費 6,207,300,000 5,756,500,208 3,426,000 92.7 20.9

15 民 生 費 8,452,341,000 8,189,956,475 0 96.9 29.7

20 衛 生 費 2,569,811,000 2,484,395,677 19,794,000 96.7 9.1

25 労 働 費 56,379,000 54,857,211 0 97.3 0.2

30 農 林 水 産 業 費 1,136,009,000 1,093,015,618 25,749,000 96.2 4.0

35 商 工 費 551,558,000 535,664,952 0 97.1 1.9

40 土 木 費 1,634,504,000 1,412,184,863 195,021,000 86.4 5.2

45 消 防 費 812,637,000 804,974,514 0 99.1 2.9

50 教 育 費 4,601,161,000 3,821,171,217 631,426,000 83.0 13.9

55 災 害 復 旧 費 0 0 0 - 0.0

60 公 債 費 1,707,800,000 1,707,569,886 0 100.0 6.2

65 諸 支 出 金 1,744,504,000 1,525,215,039 0 87.4 5.5

90 予 備 費 20,000,000 0 0 0.0 -

29,659,931,000 27,549,290,608 875,416,000 92.9 100.0

構成比予算現額

271,615,836

32,709,000

57,415,779

1,696,247,671

1,248,357,000

3,837,000

28,301,602,320

3,795,599,976

4,604,348,000

275,699,768

4,863,892,937

支出済額
翌年度
繰越額

不用額

収入済額

138,932,000

114,304,000

69,244,891

75,190,000

別表　４

54,617,000

調定額

7,081,061,322

171,014,000

収入率 収納率

11,758,000

区　分　

　　　　　　　　令和７年度　一般会計款別予算決算対照表（歳入）　 　　（単位　円・％）

　款　別

34,560,000

予算現額

1,209,403,000

構成比

区　分　

合　　　　計

1,235,224,392

20,000,000

611,554,869

1,832,200,000

0

1,521,789

別表　５

執行率

17,244,382

15,893,048

447,373,792

合　　　　計

　款　別

　　　　　　　　令和７年度　一般会計款別予算決算対照表（歳出）　 　　（単位　円・％）

48,040,271

219,288,961

230,114

7,662,486

148,563,783

2,142,052

262,384,525

65,621,323

27,298,137
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別表　６

歳入

区　分　

　会計別

国 民 健 康 保 険 4,696,949,000 4,684,388,267 96.8 97.1

介 護 保 険 5,460,951,000 5,407,848,822 98.9 99.9

後 期 高 齢者医療 928,822,000 920,333,608 98.6 99.5

公園墓地整備事業 7,000,000 7,195,594 102.8 100.0

産業団地整備事業 228,629,000 220,330,261 96.4 100.0

合　　　計 11,322,351,000 11,240,096,552 98.0 98.7

歳出

区　分　

　会計別

国 民 健 康 保 険 4,696,949,000 4,546,604,858 0 96.8

介 護 保 険 5,460,951,000 5,381,257,876 0 98.5

後 期 高 齢者医療 928,822,000 908,687,968 0 97.8

公園墓地整備事業 7,000,000 3,038,104 0 43.4

産業団地整備事業 228,629,000 179,371,616 0 78.5

合　　　計 11,322,351,000 11,018,960,422 0 97.3

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率

5,401,511,145

4,546,993,330

11,092,209,302

220,330,261

令和７年度　特別会計予算決算対照表

（単位　円・％）

予算現額 調定額 収入済額 収入率 収納率

303,390,578

150,344,142

79,693,124

916,178,972

3,961,896

20,134,032

7,195,594

49,257,384

（単位　円・％）
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別表　８

（単位　円・％）

05 市 税 7,076,901,035 26.0 6,727,400,833 25.3 7,081,061,322 25.0 105.3

10 地 方 譲 与 税 166,472,000 0.6 168,594,000 0.6 171,014,000 0.6 101.4

15 利 子 割 交 付 金 3,007,000 0.0 4,134,000 0.0 11,758,000 0.0 284.4

16 配 当 割 交 付 金 55,027,000 0.2 73,689,000 0.3 75,190,000 0.3 102.0

17 株式等譲渡所得割交付金 58,553,000 0.2 97,149,000 0.4 114,304,000 0.4 117.7

18 法 人 事 業 税 交 付 金 127,367,000 0.5 128,090,000 0.5 138,932,000 0.5 108.5

19 地方消費税交付金 1,060,658,000 3.9 1,119,912,000 4.2 1,209,403,000 4.3 108.0

20 ゴルフ場利用税交付金 70,936,468 0.3 70,534,158 0.3 69,244,891 0.2 98.2

25 自動車取得税交付金 1,697,002 0.0 0 0.0 0 0.0 -

26 環境性能割交付金 30,893,000 0.1 36,542,000 0.1 32,709,000 0.1 89.5

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 34,360,000 0.1 34,257,000 0.1 34,560,000 0.1 100.9

33 地 方 特 例 交 付 金 90,713,000 0.3 267,388,000 1.0 54,617,000 0.2 20.4

35 地 方 交 付 税 4,212,093,000 15.5 4,378,626,000 16.4 4,604,348,000 16.3 105.2

40 交通安全対策特別交付金 4,590,000 0.0 4,160,000 0.0 3,837,000 0.0 92.2

45 分 担金及び負担金 77,515,958 0.3 70,147,829 0.3 48,040,271 0.2 68.5

50 使 用料及び手数料 275,614,784 1.0 272,995,527 1.0 271,615,836 1.0 99.5

55 国 庫 支 出 金 3,304,555,436 12.1 3,314,928,003 12.4 3,795,599,976 13.4 114.5

60 県 支 出 金 1,784,531,432 6.5 1,708,063,805 6.4 1,696,247,671 6.0 99.3

65 財 産 収 入 17,862,153 0.1 40,543,800 0.2 57,415,779 0.2 141.6

70 寄 附 金 6,006,450,221 22.0 5,499,277,668 20.6 4,863,892,937 17.2 88.4

75 繰 入 金 552,284,745 2.0 684,009,000 2.6 1,248,357,000 4.4 182.5

80 繰 越 金 687,059,515 2.5 180,886,228 0.7 275,699,768 1.0 152.4

85 諸 収 入 572,854,583 2.1 637,209,512 2.4 611,554,869 2.1 96.0

90 市 債 1,008,800,000 3.7 1,130,900,000 4.2 1,832,200,000 6.5 162.0

合　　　　　　計 27,280,796,332 100.0 26,649,437,363 100.0 28,301,602,320 100.0 106.2

別表　９

（単位　円・％）

05 議 会 費 164,785,012 0.6 169,621,461 0.6 163,784,948 0.6 96.6

10 総 務 費 6,045,228,829 22.3 5,897,418,503 22.4 5,756,500,208 20.9 97.6

15 民 生 費 7,878,063,535 29.1 7,679,555,050 29.1 8,189,956,475 29.7 106.6

20 衛 生 費 2,164,521,763 8.0 2,094,535,018 7.9 2,484,395,677 9.0 118.6

25 労 働 費 50,370,304 0.2 53,574,166 0.2 54,857,211 0.2 102.4

30 農 林 水 産 業 費 1,424,616,518 5.3 1,189,087,051 4.4 1,093,015,618 4.0 91.9

35 商 工 費 893,455,356 3.3 639,221,868 2.4 535,664,952 1.9 83.8

40 土 木 費 1,860,880,655 6.9 1,753,565,229 6.6 1,412,184,863 5.1 80.5

45 消 防 費 782,342,084 2.9 797,954,130 3.0 804,974,514 2.9 100.9

50 教 育 費 2,220,688,489 8.2 2,628,738,504 10.0 3,821,171,217 13.9 145.4

55 災 害 復 旧 費 1,006,682 0.0 716,000 0.0 0 0.0 0.0

60 公 債 費 2,017,544,930 7.4 1,720,686,131 6.5 1,707,569,886 6.2 99.2

65 諸 支 出 金 1,596,405,947 5.9 1,749,064,484 6.6 1,525,215,039 5.5 87.2

90 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -

合　　　　　　計 27,099,910,104 100.0 26,373,737,595 100.0 27,549,290,608 100.0 104.5

令和５年度 令和６年度

構成比

決算額

対前年
度比率

決算額

決算額 構成比 決算額 構成比
　款　別

構成比
対前年
度比率

決算額 構成比

令和６年度

決算額

年度別　

年度別　

　款　別

令　和　７　年　度

令　和　７　年　度

構成比

一般会計款別決算年度比較表（歳入）

一般会計款別決算年度比較表（歳出）

令和５年度
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別表１０

増減額 比率

国民健康保険税 811,961,602 778,794,311 766,381,434 △ 12,412,877 98.4

一部負担金 0 0 0 0 -

使用料及び手数料 325,132 317,968 289,600 △ 28,368 91.1

国庫支出金 0 0 0 0 -

療養給付費交付金 0 0 0 0 -

前期高齢者交付金 0 0 0 0 -

県支出金 3,639,718,696 3,534,063,894 3,393,020,102 △ 141,043,792 96.0

共同事業交付金 0 0 0 0 -

財産収入 84,720 836,254 1,813,135 976,881 216.8

繰入金 362,602,726 441,697,407 378,414,363 △ 63,283,044 85.7

繰越金 54,247,622 944,425 981,997 37,572 104.0

諸収入 8,246,246 10,417,647 6,092,699 △ 4,324,948 58.5

合　　　計 4,877,186,744 4,767,071,906 4,546,993,330 △ 220,078,576 95.4

保険料 1,074,641,304 1,136,234,181 1,154,554,617 18,320,436 101.6

使用料及び手数料 60,580 54,900 51,200 △ 3,700 93.3

国庫支出金 1,197,205,692 1,195,560,090 1,219,826,876 24,266,786 102.0

支払基金交付金 1,257,913,000 1,325,574,337 1,334,828,000 9,253,663 100.7

県支出金 709,337,319 738,589,158 757,816,738 19,227,580 102.6

財産収入 44,767 505,778 1,381,488 875,710 273.1

繰入金 804,352,141 808,351,052 845,589,914 37,238,862 104.6

繰越金 172,235,714 78,645,593 85,177,397 6,531,804 108.3

諸収入 7,704,523 9,274,681 2,284,915 △ 6,989,766 24.6

合　　　計 5,223,495,040 5,292,789,770 5,401,511,145 108,721,375 102.1

後期高齢者医療保険料 570,392,800 656,663,505 711,051,760 54,388,255 108.3

使用料及び手数料 34,800 34,300 35,100 800 102.3

繰入金 182,080,335 192,876,270 197,224,489 4,348,219 102.3

繰越金 4,101,539 21,510,935 5,448,550 △ 16,062,385 25.3

諸収入 952,630 2,741,876 2,419,073 △ 322,803 88.2

合　　　計 757,562,104 873,826,886 916,178,972 42,352,086 104.8

使用料及び手数料 1,991,900 2,506,400 2,590,100 83,700 103.3

繰越金 5,633,168 4,513,754 4,605,494 91,740 102.0

諸収入 0 0 -

合　　　計 7,625,068 7,020,154 7,195,594 175,440 102.5

財産収入 277,983,071 89,585,112 39,940,447 △ 49,644,665 44.6

繰入金 0 0 0 0 -

繰越金 100,529,979 315,829,536 141,689,814 △ 174,139,722 44.9

市債 0 0 38,700,000 38,700,000 皆増

諸収入 0 0 0 0 -

合　　　計 378,513,050 405,414,648 220,330,261 △ 185,084,387 54.3

産
業
団
地
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介
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令和６年度
決算額

款

特別会計款別歳入

事
業
別

歳　　　　　　　　　　　　　　　入

- 38 -



（単位　円・％）

増減額 比率

総務費 75,023,045 79,789,833 81,474,276 1,684,443 102.1

保険給付費 3,482,061,375 3,387,874,971 3,244,573,443 △ 143,301,528 95.8

後期高齢者支援金等 0 0 0 0 -

前期高齢者納付金等 0 0 0 0 -

老人保健拠出金 0 0 0 0 -

介護納付金 0 0 0 0 -

共同事業拠出金 0 0 0 0 -

国民健康保険事業費納付金 1,217,158,875 1,228,906,907 1,162,333,885 △ 66,573,022 94.6

保健事業費 39,830,577 36,631,790 35,939,623 △ 692,167 98.1

基金積立金 26,515,000 0 0 0 -

諸支出金 35,653,447 32,886,408 22,283,631 △ 10,602,777 67.8

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 4,876,242,319 4,766,089,909 4,546,604,858 △ 219,485,051 95.4

総務費 139,402,697 137,673,636 162,304,783 24,631,147 117.9

保険給付費 4,566,937,012 4,690,605,666 4,824,600,584 133,994,918 102.9

地域支援事業費 255,899,031 287,299,537 274,697,691 △ 12,601,846 95.6

基金積立金費 69,168,992 38,427,939 86,647,447 48,219,508 225.5

諸支出金 113,441,715 53,605,595 33,007,371 △ 20,598,224 61.6

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 5,144,849,447 5,207,612,373 5,381,257,876 173,645,503 103.3

総務費 21,326,080 19,149,700 24,543,573 5,393,873 128.2

後期高齢者医療広域連合納付金 714,429,909 848,434,739 882,310,492 33,875,753 104.0

諸支出金 295,180 793,897 1,833,903 1,040,006 231.0

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 736,051,169 868,378,336 908,687,968 40,309,632 104.6

公園墓地整備費 3,111,314 2,414,660 3,038,104 623,444 125.8

諸支出金 0 0 0 0 -

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 3,111,314 2,414,660 3,038,104 623,444 125.8

産業団地整備費 62,683,514 263,724,834 179,371,616 △ 84,353,218 68.0

諸支出金 0 0 0 0 -

公債費 0 0 0 0 -

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 62,683,514 263,724,834 179,371,616 △ 84,353,218 68.0

令和６年度
決算額

令和５年度
決算額

歳出決算比較表

歳　　　　　　　　　　　　　　　出

款
対前年度令和７年度

決算額
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